
Copyright© 企業版ふるさと納税マッチングサポート. All Right Reserved.

企業版ふるさと納税

感謝状贈呈式や善行表彰式のご案内

2023年2月22日



感謝状贈呈式とは

地域も企業も、関わるすべての人を幸せに
企業版ふるさと納税をおこなった企業に対し、感謝状を贈呈する
自治体が多いです。

全ての自治体が感謝状贈呈式をおこなうわけではなく、おこなわ
ない自治体もあります。

寄附金額によって、お礼の手紙であったり、感謝状であったり、
内容が変わってくる自治体もあります。

感謝状贈呈式が開催されることを事前に報道機関に伝えて、当日
テレビや新聞の取材が入ることが多いです。
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感謝状贈呈式の様子
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企業代表者挨拶 企業より目録贈呈首長による感謝の辞

首長と企業代表者の２ショット 関係者全員で記念撮影



自治体のホームページや広報誌で紹介
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自治体によっては市政功労表彰や善行表彰もあります。
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新聞やテレビで取り上げられることもよくあります。
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企業版ふるさと納税による地域とのつながり
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企業が自治体へ寄附することをきっかけに

企業と自治体が同じテーブルで話をしたり 企業としてのアドバイスを行うことができる。



事例：エネルギー関連企業のケース
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エネルギー関連企業が自治体へ寄附したことをきっかけに

地域電力の新会社設立に向けて
企業と自治体の意見交換会がスタート

市に対して、太陽光パネルの設置や
公用車の電気自動車化を提案



企業のメリット ー企業の皆様からの声ー

地域も企業も、関わるすべての人を幸せに

6



企業様および地方公共団体のメリット
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株式会社企業版ふるさと納税マッチングサポートのご案内
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企業版ふるさと納税マッチングサポートについて

地域も企業も、関わるすべての人を幸せに

企業版ふるさと納税マッチングサポートは
企業や自治体との緊切な関係ときめ細やかなサービス性をもつ２法人が結びつくこと
によって企業版ふるさと納税の効果的な活用を目指し、2020年7月に設立されました。

全国４７都道府県に事業所を有し、企業顧客を持つ東武トップツアーズ株式会社

全国の自治体と地域づくりに取り組む一般財団法人地域活性化センター
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設立の経緯
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自治体にとって地方創生に向けた新たな財源となることが期待されている企業版ふるさと納税。
新たなプラットフォームの構築により企業と自治体を効率的に結びつけたい。

この事業による利益は他の公共的な事業に再投資し、自治体・地域の活動に貢献したい。

地域活性化センター
「新たなプラットフォームを目指して」

東武トップツアーズ
「企業版ふるさと納税で日本を元気に」

日本全国に営業拠点を持つ東武トップツアーズは「日本を元気にするには地域が元気であるこ
と」（日本を元気に！Power to Japan）を信念に活動。
地域の課題を自治体に任せるのではなく、ともに解決していくことが企業に求められている。
企業版ふるさと納税は地域を元気にすることができる制度。
新たなプラットフォームによって企業版ふるさと納税の拡大を目指し、社会へ貢献したい。



事業内容
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地域も企業も、関わるすべての人を幸せに

• 企業版ふるさと納税における自治体と企業のマッチング
• 自治体に対する企画、提案、支援、広告およびコンサルティング
• 地域に貢献する事業の企画、提案、および社会目的に資する再投資

企業版ふるさと納税のプラットフォーム

事業内容

地域の課題を自治体とともに解決
社会貢献

企業

自治体

新たなパートナシップ・財源
地域課題の解決 自治体と企業の出会いを斡旋

自治体と企業のそれぞれの思いを育て、形に



地方公共団体と企業のマッチングの流れ
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企 業地方自治体

社会貢献 /  CSR活動

企 業

寄附検討中の
企業を紹介

自治体の事業を
紹介

地域活性化

企業紹介に関する契約

マッチング成立！

寄付金の受領書交付 /  感謝状贈呈等
パートナーシップ構築

新事業展開

寄付の実施

企業名PR

得られる効果 得られる効果



マッチングサポート社がお手伝いできること
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１．企業版ふるさと納税の活用を検討する企業様が、全国の自治体のプロジェクトを

調べるのは大変な作業です。

企業版ふるさと納税マッチングサポートが、貴社の希望をお聞きして

おすすめできる自治体を貴社に代わって探します。

２．自治体へ提出する書類の作成や、寄附後の感謝状贈呈式の日程調整など、

自治体との手続きや交渉を全て代行します。

３．自治体との連携を希望する企業様には、企業との連携を

希望する自治体をご紹介いたします。



お伝えしたいこと
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企業が、企業版ふるさと納税をおこなうメリット

１．法人関係税の控除

２．地方創生を応援する企業としてのＰＲ

３．ＣＳＲやＳＤＧｓに取り組む企業としてのＰＲ

４．自治体との新たなパートナーシップの構築

５．1,000万円以上の寄附についての褒賞（紺綬褒章）



お伝えしたいこと
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寄附先の自治体の選定方法

１．創業の地や工場の所在地、経営者の出身地などの 「地縁」

２．自治体が寄附を募るプロジェクトが 「自社の業種に関連」

（１） 例えばスポーツメーカーならスポーツに関連した取り組みに、
エネルギー関連会社なら脱炭素に関連した取り組みに、等

（２） ステークホルダーにも、「なぜその自治体を選んだのか」の
説明がつきやすいです。

（３） 自治体との新たなパートナーシップの構築も期待できます。
市長や町長との対談で、新たな展開がはかれる可能性も。



地域も企業も、関わるすべての人を幸せに

人が地域を創り、地域が人を育てる。地域の元気は日本の元気。


